
            

 

内 閣 府 

平成 30 年６月 19 日（火） 

内 閣 府 公 益 認 定 等 委 員 会 

 

 

 

 

 内閣府公益認定等委員会（以下「委員会」という。）は、本年４月 27日、

公益財団法人日本レスリング協会に対し、公益認定法第 27条第１項の 

規定に基づく報告要求を行いました。 

 

これを受けて、同年５月 31日に同法人から報告書が提出されました。 

同報告書について、６月 15 日の委員会において議論されましたので、そ

の結果を公表します。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公益財団法人日本レスリング協会からの報告書について 

 

＜委員会における議論の結果＞ 

・ 当委員会が指摘した９件の事例については不適切であり、理

事会、評議員及び監事のそれぞれに責任が存するものと認識さ

れている。 

・ 当委員会及び協会の第三者委員会が、改善が必要と指摘した

事項について、改善のための取組を進める方向が示されている

ことは一定の評価。 

 － ハラスメント行為の防止に向けた具体的手段等を含む倫理

規程等の改訂（平成 30年８月末目途） 

 － 代表選手の明瞭な選考基準の作成等を内容とする規程の作

成（平成 30年８月末目途） 

 － 理事・監事等の役員につき、外部有識者数の増員や任期に

一定の期限を設ける等の検討（平成 30年８月末目途） 

・ 現時点では方向性が示されたところであり、具体化は今後の 

作業となっているもの。引き続き協会の対応を注視していく。 

 

 

 



 

（参考資料１）（公財）日本レスリング協会からの報告書の概要 

（参考資料２）（公財）日本レスリング協会からの報告書 

※上記報告書及び概要の公表については、同協会の同意を得ています。 

（参考資料３）（公財）日本レスリング協会に対する報告要求のポイント 

（参考資料４）（公財）日本レスリング協会に対する報告要求全文 

  ※個人情報保護のため、個人名をアルファベット表示していますが、原文は実名

です。 

（参考資料５）公益法人制度に係る資料 

 

 

 

 
【本件問合せ先】 

内閣府公益認定等委員会事務局 山崎、落合 

ＴＥＬ：５４０３－９５３８(直通) 

ＦＡＸ：５４０３－０２３１ 



平成 30 年 5 月 3１日 

報道機関 各位 

内閣府公益認定等員会に対する報告書の提出について

公益財団法人 日本レスリング協会 

 平成３０年４月２７日、内閣府公益認定等員会から当協会に対し、公益認定法第２７条第

１項の規定に基づく報告要求（以下「本報告要求」といいます。）がなされたことを受けて、

当協会は、本日、報告書（以下「本報告書」といいます。）を提出しました。本報告書の概

要は下記のとおりです。 

記 

１ 内閣府公益認定等委員会から「公益法人として事業を実施する上で適切性を欠く

疑いがある」と指摘された事案に対する当協会の事実認識及びその適否 

当協会では、内閣府公益等認定委員会に提出された告発状に端を発する所謂

「パワーハラスメント」疑惑に係る問題（以下「本件パワハラ問題」という。）に

つき、第三者委員会に調査を依頼し、平成３０年４月５日、同委員会から調査報

告書（以下「本調査報告書」という。）の提出を受けた。 

この点、当協会理事会では、本件パワハラ問題に係る事実認定及びその評価に

ついては、第三者委員会の調査報告の内容を真摯に受け止めることを改めて確認

した。 

そこで、本報告書においては、本調査報告書に記載された本件パワハラ問題に

係る事実認定及びその評価に従って、本報告要求で指摘された個別の事案毎に当

協会において不適切であったと認識している点を挙げて報告を行ったものであ

る。 

２ 当該事案が相当の期間にわたり発生してきたことに対する当協会の理事会、評

議員及び監事の責任に関する認識 

当協会の理事会、評議員及び監事（以下「役員等」という。）においては、公益財

団法人として事業を実施する上で適切性を欠くと疑われる事案が生じることを防

止し、また、万一当該事態が生じた場合には早期にこれを発見して適切に対処すべ

く、所謂内部統制システムや監査監督制度等を構築すべき責務を負っているものと

認識している。しかしながら、当協会においては、今般、本報告要求指摘事項及び

本調査報告書で指摘された事案につき、相当の期間にわたり発生していたにも拘わ

らず、これを早期に認識して対処することができていない。それ故、当協会の役員

等においては、本来構築すべき適切な内部統制システム、監査監督制度を構築する

ことができておらず、この点に関して責任があるものと認識している旨報告を行っ

た。 

３ 内閣府公益認定等委員会から改善に向けた取組が必要と指摘された事項に関す

（参考資料１）



る当協会の認識 

本報告要求１⑵(ｱ)乃至(ｴ)で指摘された事項の多くは、調査報告書第６「提

言」においても同様の指摘がなされている事項である。当協会としては、本報告

要求及び本調査報告書の指摘事項を真摯に受け止め、当該事項につき改善に向け

た取組の必要性があると認識している旨を報告した上で、再発防止に向けた取組

を実施していく旨報告を行った。 

４ 当協会の法人内部のガバナンスの向上や再発防止に向けた今後の取組方針 

当協会は、法人内部のガバナンスの向上や再発防止に向けて、本報告要求及び本

調査報告書の指摘事項を踏まえて、今後、以下の取組を実施することを決定した旨

報告した。 

⑴ パワーハラスメントに係る行為者への処分

本調査報告書では、栄和人氏（以下「栄氏」という。）につき、倫理規程第４条

１号に該当し、同規程第１１条に基づく適切な処分を検討すべきとの指摘がなさ

れている。 

当協会理事会は、本調査報告書において４つのパワーハラスメント行為が認定

されたことを重く受け止め、倫理規程第１１条に基づく処分（解任）を相当との

判断をなしたことから、６月２３日に開催予定の評議委員会に、倫理規程第１１

条に基づき栄氏の解任処分を諮ることを決定した。 

⑵ 公益通報者保護規程等の改訂

本報告要求及び本調査報告書では、公益通報者保護規程の改訂・当協会内部に

おける苦情処理システムの構築に関する指摘がなされている。 

これを受けて、当協会では、倫理委員、当協会理事数名及び顧問弁護士をメン

バーとした公益通報者保護規程等改訂チームを組成し、平成３０年６月末を目途

に、同チームにおいて、現在の規程の問題点の棚卸、倫理規程第４条⑴乃至⑷に

規定する各禁止行為に該当する事案が生じた場合における内部相談窓口の設置、

公益通報者保護法に基づくガイドライン等を踏まえた改定案を作成し、同規程の

改訂案を倫理委員会に諮ってその確認を経た上で、理事会の承認を経て施行す

る。また、上記取組と並行して、平成３０年７月末を目途に、内部通報窓口を依

頼する当協会と利害関係のない弁護士を選定することを決定した。 

⑶ 倫理規程・倫理委員会規程の改定

本報告要求及び本調査報告書においては、当協会におけるハラスメント的行

為の防止に向けた教育の実施が指摘されている。 

これを受けて、当協会では、顧問弁護士、倫理委員及び理事数名をメンバー

とした倫理規程及び倫理委員会規程改訂チームを組成し、平成３０年８月末を

目途として、役員・指導者を対象とした倫理研修の義務化等によるハラスメン

ト行為の防止に関する具体的手段、倫理規程違反者に対する懲罰に係る規定を

盛り込んだ内容の改定案を作成し、その後に理事会の決議を経て、改定後の規

程を施行することを決定した。また、同規程の改定後、会長声明の発表等の手

段によって、登録選手・指導者、役員その他関係者に対し、倫理規程の存在及

び内容を周知・徹底していくことも併せて決定した。



⑷ 選手とコーチとの間におけるルール作り

本報告要求及び本調査報告書では、選手の練習環境整備や指導方針に関する

選手とコーチとの間におけるルール作りに関する指摘がなされている。 

これを受けて、当協会では、顧問弁護士、理事数名及び強化委員数名をメン

バーとして、選手指導指針作成委員会（仮称）を組成し、平成３０年８月末を

目途に、選手側から指導者側に対し、指導方針・練習環境等に関する要望があ

った場合における指導者側の対応指針を作成し、理事会の承認を経てこれを施

行していくことを決定した。また、上記指導指針の作成と並行して、選手側が

練習環境の整備、その他指導方針に関して指導者側に対して要望がある場合

に、選手と指導者の間にたって、選手の方針を指導者側に相談する窓口を設置

すべく、平成３０年７月末を目途として、選手経験者を中心として数名の指導

方針・練習環境等相談員（仮称）数名を選任し、選手側が積極的に指導方針に

関して相談することが可能となる環境を整えていくことを決定した。 

⑸ 代表選手・ナショナルコーチの選考過程の公平・公正及び透明化

ア 代表選手の選考について

本報告要求及び本調査報告書では、代表選手選考過程及び強化指定選手選

考過程の公平、公正及び透明化に関する指摘がなされている。 

これを受けて、当協会では、顧問弁護士、各強化委員長及び理事数名をメ

ンバーとして、選手選考規程作成チームを組成し、平成３０年８月末を目途

に、当該チームにおいて、明瞭な選考基準の作成することや選考基準を事前

に広く公表すること等を内容とする選手選考規程案を作成し、その後、理事

会の承認を得た上でこれを施行していくことを決定した。

イ ナショナルチームのコーチ選考について

本調査報告書では、代表選手の選考と併せて、ナショナルチームのコーチ

の選考過程に関しても公平、公正及び透明化をすべきとの指摘が存する。 

これを受けて、当協会では、顧問弁護士、各強化委員長及び理事数名をメ

ンバーとして、ナショナルチームの指導者選考指針検討委員会（仮称)を組成

し、平成３０年８月末を目途に、コーチの人選に係る原案の作成に関しては

多様な意見を徴する等して原案作成のプロセスを合理的に説明可能なものと

なるよう、今後の指導者選考の指針につき検討し、必要に応じて選考規程等

の作成を進めていくことを決定した。

⑹ 外部人材の登用等

本調査報告書では、当協会の運営に関して、理事その他役員につき、レスリ

ングとは異なる分野の有識者の数を増員すること等により組織を活性化させる

こと等が指摘されている。

これを受けて、当協会は、顧問弁護士及び理事数名をメンバーとした組織改

革委員会（仮称）を組成し、当該委員会において、平成３０年８月末を目途

に、外部有識者の登用に向けた理事の選出区分を定める内規の改訂、理事会決

議事項その他重要事項の意思決定過程に関する規程の整備等を進めていくこと

を決定した。 



５ 会計処理に係る問題についての今後の調査方針 

当協会においては、平成３０年５月２０日に開催された緊急理事会におい

て、本告発状に記載された会計処理に係る問題の調査につき、当協会監事、顧

問弁護士の他、当協会と利害関係のない弁護士及び公認会計士を委員とした内

部調査委員会を組成し、当該委員会において、会計処理に係る問題の調査を実

施することを決定した。 

具体的な調査期間については、概ね調査開始から３か月程度と思料される

が、今後の詳細なスケジュール等については、当該委員会の組成後に改めて報

告する予定である。 

以上 



（参考資料２）
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府 益 第 ４ ２ ９ 号 

  平成３０年４月２７日 

公益財団法人日本レスリング協会 

代表者 福田 富昭 殿 

  公益認定等委員会 

委員長 山 下  徹 

貴法人の運営組織及び事業活動の状況に 

関する報告書の提出について（報告要求） 

 標記について、貴法人の事業の適正な運営を確保するために必要と認められますので、

公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成１８年法律第４９号。以下「公

益法人認定法」という。）第２７条第１項及び第５９条第１項の規定に基づき報告を求め

ます。 

ついては、理事会で検討し、機関決定の上、下記により平成３０年５月３１日までに報

告を作成・提出願います。提出の際、理事会における議論の詳細を議事録として添付して

ください。 

記 

１ 報告を求める事項 

平成３０年１月１９日、当委員会は、貞友義典弁護士から、「告発状」と題する文書

の提出により、貴法人に係る情報の提供を受けました。本情報提供には、一部の選手

やコーチ及びその関係者が貴法人幹部からいわゆる「パワーハラスメント」を受けた

こと、貴法人において不正な会計処理が行われていること等の内容が含まれていると

ころです。これに関し、当委員会事務局において、本情報提供中、いわゆる「パワー

ハラスメント」疑惑とされる問題についての調査を優先して必要な調査を行ってきた

ところです。 

  さて、今回の対応の契機となった情報提供においては、個別具体的な事案を挙げ、

それらがいわゆる「パワーハラスメント」である旨が主張されているところですが、

貴法人の第三者委員会調査報告書（以下「第三者委員会報告書」という。）に言及さ

れているように、スポーツにおけるパワーハラスメントの概念は未だ定まったものが

あるとは言いがたく、また、職場等におけるパワーハラスメントについても、その事

【公表版】 
個人名をアルファベットで表示 

（参考資料４） 
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実関係の認定については厳密な手続が必要なものであり、多くは司法機関の判断や行

政・司法上の調停手続等による解決が通例となっているものです。 

  一方で、公益法人において、「パワーハラスメント」を訴える声が相当数発生して

おり、それに対し、法人内において必要な対応がなされていないとの合理的な疑いが

あるとすれば、公益目的事業が真に適正に実施されているのか、法人のガバナンスが

適切に機能しているのか等公益法人監督上の問題が発生しているとの疑いを持たざ

るを得ない状況が存在していると言えると思われます。今回の調査は、このような観

点から、事実に立脚して、貴法人においてその法人運営に関し改善すべき点はないか、

ということを中心的な視点として行ったものです。 

  このような調査を行った結果を踏まえ、以下の点につき、貴法人としての認識等を

御説明ください。 

（１）公益法人として事業を実施する上で適切性を欠く疑いがあると考えられる事案につ

いて 

当委員会事務局においては、本件に関し、「パワーハラスメント」を受けたと主

張する情報提供者側、「パワーハラスメント」を行ったと指摘された者を含む貴法人

側の双方に対し、聞き取りを行うとともに、併せて、第三者委員会報告書の内容に

ついても分析したところです。その結果、以下（ア）～（ケ）に掲げる事案に関し

ては、個人の人格への配慮を欠いた言動、又は、相手方にとって不公正・不平等な

取扱いを受けたとの認識を招きかねない組織としての不作為であったと考えられま

す。このため、これらの事案については、組織において責任ある立場にある者とし

ては不適当な言動があった、また、組織として必要なルールやコミュニケーション

が欠如していたという点において、貴法人が公益法人として事業を実施する上で、

不適切なものであった疑いが極めて高いと考えています。 

（ア）平成２２年２月の女子合宿の際、当時監督の地位にあった貴法人のＡがＢに

対し、「よく俺の前でレスリングできるな。」などと言ったこと 

（イ）平成２２年のアジア競技大会の代表選手選考の際、本来出場権を有するはず

のＢにつき、明確な理由を説明することなく、選考外としたこと 

（ウ）平成２２年９月のモスクワ世界選手権の際に、ＡがＣに対し、Ｂの指導をし

ないようきつく言ったこと 

（エ）平成２７年２月、貴法人の指示により合宿を抜けた２人のコーチのうちＣの

みを、Ａが叱責し、途中で帰らせたこと 

（オ）平成２３年以降、参加資格があるＢが希望していたにもかかわらず、他の選

手を国際大会に派遣し、その理由の説明が十分に行われていなかったと考えら

れること 

（カ）平成２４年のロンドン五輪の際、Ｂの試合日において、サポートメンバーが

アップ場に入れなかったところ、その理由について十分に説明が行われていな
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かったと考えられること 

（キ）ロンドン五輪後の強化体制変更において、同五輪において好結果を残した男

子の強化委員長を、重要なものとして新たに設けられたポストに異動させたが、

現在、当該ポストが実質的な活動をしていないとの話があることに鑑みれば、

その異動の理由や当該ポストの重要性の説明が十分に行われていなかったと考

えられること 

（ク）ロンドン五輪後にＢの男子合宿への参加を禁じる一方で、リオ五輪後には別

の女子選手が男子合宿に参加する等、貴法人としての明確なルールを設定する

ことなく、その時々の現場の判断で練習参加を認めるか否かが決められていた

と考えられること 

（ケ）平成２９年８月、パリでの世界選手権後、Ａが複数の者に対し、ＢとＣがい

ないことについて、好意的にとらえている趣旨のメッセージを送信したこと 

つきましては、 

①これらの事案それぞれについて、貴法人として事実であると認識しているか否か、

また、事実である場合、その適否についてどのように認識しているか御説明くだ

さい。 

②また、これらの事案が、相当の期間にわたり発生してきたことにつき、貴法人の

理事会、評議員会及び監事の責任をどのように認識しているかについて御説明く

ださい。 

（２）貴法人として改善が必要と思われる事項について 

  委員会としては、（１）で挙げた事案のみならず、貴法人の業務運営等に関し、様々

な指摘がなされている中、今後、貴法人及びその関係者が気持ちを一つにし、定款に

掲げられた目的の実現に向けて一丸となって、適正に事業を運営していくためには、

以下（ア）～（エ）に掲げるような取組が必要であると考えています。 

（ア）トップアスリート等に対する支援について 

ⅰ．選手の練習環境整備について 

貴法人として取り組む選手の強化においては、練習相手の確保や、選手層の

厚みを増すという観点も含めて、合宿等による集団での練習が大きな意味を持

っています。一方で、既に高い技術レベルに達しているトップアスリートにつ

いては、望む形で練習できる環境を整備することが、その者のモチベーション

や高い技術レベルの維持・向上の観点からも必要とされると考えられます。 

このことを踏まえれば、貴法人は、選手の練習環境の在り方、とりわけトッ

プアスリートが自らが望む練習環境を求める場合の手続等に関し一定のルール

を設定する等最適な練習環境の整備・提供に係る基本的な仕組みについて検討

すべきであると考えられます。 
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ⅱ．大会当日の選手に対する支援について 

選手が各種大会において力を発揮し、優良な成績を収めるためには、日頃の

練習環境のみならず、大会当日における各種支援も極めて重要です。貴法人と

して、大会当日において選手に対する最大限の支援を行うべきであることは言

うまでもありません。しかしながら、様々な事情により、このような支援に一

定の制約（例えばルール上の制約）が生ずる可能性も否定できません。 

そのような場合には、貴法人として、その理由等について選手や関係者が納

得できるように説明する等、丁寧なコミュニケーションに最大限の努力を払う

べきであると考えられます。 

（イ）選手選考に係るプロセスについて 

貴法人に関しては、海外の大会に出場する代表選手、とりわけ女子代表選手の

選考のプロセスの不公正を指摘する声が上がっており、これに関連する事案につ

いて（１）で言及したところです。 

 男子と女子の選手層の相違等、実態に即した専門的な見地からの判断を要する

とも考えられる本問題について、委員会として、直ちに現状の選考方法そのものの

是非を論ずるものではありませんが、様々な大会に出場することが選手にとって自

らの力を試し競技レベルを向上させるための極めて重要な機会であり、また選考理

由を明確にすることで落選者の競技へのモチベーションを持続せしめることは定

款に掲げる貴法人の目的であるレスリングの発達に資すると考える者はレスリン

グ関係者の中でも相当数存在するのではないかと考えられるところです。これらに

鑑みれば、貴法人として、現状の選考方法について選手がどのように感じているか

も踏まえつつ、選手選考プロセスそのものの透明性を向上させる、又は、選手等直

接の関係者はもちろん広く社会に対しても、選考結果に対する説明責任をしっかり

果たすようにする等の取組を検討すべきであり、このような取組は、レスリング競

技を支える国民の支持を強固にすることにもつながるものと考えられます。 

また、本件情報提供においては、代表選手の選考のみならず、強化合宿に呼ば

れる選手の選考プロセスの不公正に関する指摘もあり、この点についても、透明性

の向上及び選考の説明責任という観点から、併せて何らかの改善方策が検討される

ことが望ましいと考えられます。 

（ウ）貴法人内部におけるハラスメント行為の防止等に向けた取組について 

ⅰ．ハラスメント的行為の防止に向けた教育の充実について 

本件情報提供については、一部の選手やコーチ及びその関係者が、日頃の練

習、大会当日、選考・強化その他様々な場面において、貴法人の幹部から「パ

ワーハラスメント」を受けたと訴える内容が、その相当部分を占めています。

主張されている個々の事案が「パワーハラスメント」であるか否かについては、
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上述のとおり委員会として判断する立場にはありませんが、いわゆるハラスメ

ントに相当する、あるいは、ハラスメントに類する行為（以下「ハラスメント

行為」という。）はどのような組織においても発生し得るものです。 

このような前提に立った上で、貴法人内部においても、定期的にハラスメン

ト行為の防止に資する教育が行われることが必要であり、速やかにそのような

機会の新設を図るべきと考えられます。 

ⅱ．貴法人内部における苦情処理システムの構築について 

ⅰで述べたとおり、ハラスメント行為はどのような組織においても発生し得

るものであり、それに係る苦情について、相談を受け適切に処理するための仕

組みを設けておくことも、同様にいかなる組織にも求められるものです。 

貴法人においては、暴力やハラスメント行為の根絶をうたった倫理規程が存

在し、同規程に違反する事案が発生した場合に必要な調査を行う倫理担当理事

や倫理委員会等が設けられていますが、これらの構成員の大部分は、貴法人に

属するいわば内部の人間です。法人内部でハラスメント行為が行われた場合、

特に行為者が相応の地位にある人間であれば、相談者は自らに不利な結果をも

たらすことを恐れ相談しにくい心理となるのが一般的であり、このことに鑑み

れば、貴法人には、様々な場面において、選手やコーチがハラスメント行為を

受けたと感じた際に、安んじてこれについて苦情を訴え、また相談できる仕組

みが存在しないものと考えられます。貴法人は、本事案の経過を十分に検証し

つつ、外部の者が通報を受け対応を行う、いわゆる「外部窓口」の設置を含め、

ハラスメント行為等に対する実効性ある苦情処理システムを構築すべきである

と考えられます。 

（エ）問題が発生した場合における対応の在り方について 

 本件に係る報道があった平成３０年３月１日付けで、貴法人は、報道された事案

の一切を否定する「一部報道に関する当協会の見解について」と題した文書を発表

しましたが、貴法人が否定した事案の一部は、その後、第三者委員会報告書におい

て、「パワーハラスメントに該当するというべき」ものとされたものです。この間

の経過をみると、まずは第三者による事実の調査を行った上で、当該結果を踏まえ

て貴法人としての認識を表明するのがあるべき手順であったと考えられ、本件に関

する貴法人の初動対応は拙速に過ぎ、適切なものであったと評価することは困難で

す。今回の反省を踏まえ、何らかの問題が発生した場合に、貴法人としてどのよう

な手順、手続で対処するのか、改めて検証の上、整理すべきであると考えられます。 

つきましては、 

①上記の取組を行う必要性について、貴法人として、それぞれどのように認識してい

るか御説明ください。 



6 

②また、上記の取組や第三者委員会報告書に記載された提言（６項目）も含め、貴法

人として、法人内部のガバナンスの向上や再発防止のため、どのように取り組んで

いくのか、今後のスケジュールも含め、御説明ください。 

（３）貴法人の会計処理に係る問題について 

  本件情報提供においては、貴法人の会計処理に係る問題についても指摘されている

ところですが、今回の調査に当たっては、上述のとおり、情報提供中、いわゆる「パ

ワーハラスメント」疑惑とされる問題についての調査を優先して行ったところです。 

当委員会としては、情報提供中の貴法人の会計処理に係る問題について、引き続き

必要な調査を行っていく予定ですが、これと並行して、貴法人においても主体的に検

証を行い、問題点がもし発見されれば、早期に対応していくべきと考えられます。つ

きましては、当該問題について、貴法人として、どのように実態を解明していく予定

なのか、今後のスケジュールも含め、御説明ください。 

２ 報告書様式 

別添様式により報告書を作成してください。 

３ 提出方法 

書面により提出してください。 

４ 留意事項 

本報告要求に対する報告の提出がない場合や報告内容に虚偽が含まれた場合には、公益

法人認定法第６６条の規定に基づき過料が科される可能性があります。 

【参考】公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成１８年法律第４９号）（抄） 

第２７条 行政庁は、公益法人の事業の適正な運営を確保するために必要な限度において、内閣府令

定めるところにより、公益法人に対し、その運営組織及び事業活動の状況に関し必要な報告を求め、

又はその職員に、当該公益法人の事務所に立ち入り、その運営組織及び事業活動の状況若しくは帳

簿、書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。 

２及び３ （略） 

第５９条 内閣総理大臣は、第２７条第１項の規定による権限（第６条各号に掲げる一般社団法人又

は一般財団法人に該当するか否かの調査に関するものを除く。次項において同じ。）を委員会に委

任する。 

２ （略） 

第６６条  次のいずれかに該当する場合においては、公益法人の理事、監事又は清算人は、５０万
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円以下の過料に処する。 

一及び二  （略） 

三 第２７条第１項（第５９条第２項の規定により読み替えて適用する場合を含む。以下この号

において同じ。）の報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は第２７条第１項の規定による

検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは同項の規定による質問に対して答弁をせず、若

しくは虚偽の答弁をしたとき。 

＜本件担当者＞（照会先、報告を書面により提出する際の名宛人） 

公益認定等委員会事務局  

〒105-0001 東京都港区虎ノ門 3-5-1 虎ノ門37森ビル12階 

  TEL               FAX 
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付
与
と
連
動

・
法

人
税

は
収

益
事

業
の

み
課

税
・
一

定
要

件
を

満
た

す
特

定
公

益
増

進
法

人
に

対
す

る
寄

附
金

に
つ

い
て

所
得

控
除

あ
り

＜
公
益
社
団
法
人
・
公
益
財
団
法
人
＞

〇
「
公
益
性
」
の
認
定

＝
一

般
法

人
か

ら
の

申
請

を
民

間
有

識
者

か
ら

な
る

第
三

者
委

員
会

が
審

査
・
答

申
→

行
政

庁
（内

閣
総

理
大

臣
又

は
都

道
府

県
知

事
）が

認
定

処
分

◎
平
成

2
0
年
1
2
月

現
在

、
特

例
民

法
法

人
（

旧
公
益
法
人
)
は
全
国

で
2
4
,
3
1
7
法

人
（
う
ち

国
所
管
6
,
6
2
5
）

「
公
益
三
法
」
に
よ
る
新
公
益
法
人
制
度

◎
５
年
の
移
行
期
間
（
～
平
2
5
.
1
1
末
）

内
に
、
新
制
度
へ
の

移
行
申
請
を
行
う
必
要
あ
り

⇒
申
請
な
い
場
合
、

移
行
期
間
満
了
時
に
「
み
な
し
解
散
」

（
「

公
益

三
法

」
に
よ

る
新

公
益
法
人
制
度
）

◎
主

務
官

庁
制

・
許
可

主
義
を
廃
止
し
、
法
人
の
設
立
と
公
益
性

の
判

断
を
分

離

～
「
民
に
よ
る
公
益
の
増
進
」
を
目
指
す
～

明
治

31
年
の
民
法
施
行
以
来

11
0年

ぶ
り
の
大
改
革

○
税

制
優
遇

：
「
公
益

性
」

認
定
と
連
動

・
法

人
税

は
収

益
事

業
の

み
課

税
。

た
だ

し
、

公
益

目
的

事
業

の
認

定
を

受
け

た
も

の
は

収
益

事
業

で
も

非
課

税

・
公

益
法

人
は

全
て

特
定

公
益

増
進

法
人

。
一

定
要

件
を

満
た

せ
ば

寄
附

金
の

税
額

控
除

あ
り

（
2
3
年

度
）

分 離

＜
民
法
上
の
社
団
法
人
・
財
団
法
人
＞

〇
「

公
益

法
人

」
の
設
立

＝
各
主
務

官
庁
の
許
可
制

・
自
由
裁

量
・
縦
割
り
行
政

〇
公

益
性

の
判

断

・
各
主
務

官
庁
の
自
由
裁
量

（
判
断
基

準
の
規
定
な
し
）

移
行

申
請

＜
一
般
社
団
法
人
・
一
般
財
団
法
人
＞

〇
「

一
般
法

人
」
の
設

立
準

則
主
義

登
記
の

み
で

設
立

①
一

般
社

団
法

人
及

び
一

般
財

団
法

人
に

関
す
る
法
律

②
公

益
社

団
法

人
及

び
公

益
財

団
法

人
の

認
定

等
に

関
す

る
法
律

③
整

備
法

（
新

制
度

へ
の

移
行
手
続
等
）

関
連
税
法
の

規
定

（
従

前
の
民

法
に
よ
る
公
益
法
人
制
度
）

◎
法

人
設

立
の
主

務
官
庁
制
・
許
可
主
義
の

下
、

法
人
の
設

立
と
公
益
性
の
判
断
が
一
体

・
平
成
１
８
年
５
月
２
６
日

公
益
法
人
制
度
改
革
関
連
三
法
案
の
可
決
・
成
立

・
平
成
２
０
年
１
２
月
１
日

新
制
度
の
施
行

・
明
確
な
基
準
を
法
定

・
統
一
的
な
判
断

（
縦
割
り
行
政
か
ら

の
脱
却
）

1
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第
４

期
委

員
名

簿
（
平

成
2
8
年

４
月

～
任

期
３

年
・

国
会

同
意

人
事

）

北
地

達
明

※
 

小
林

敬
子

○
小

森
幹

夫

西
村

万
里

子

堀
裕

※
惠

小
百

合

◎
山

下
徹

公
認

会
計

士
、

有
限

責
任

監
査

法
人

ト
ー

マ
ツ

パ
ー

ト
ナ

ー
イ

ン
ダ

ス
ト

リ
ー

事
業

部
長

兼
ア

ド
バ

イ
ザ

リ
ー

開
発

部
長

前
前

橋
家

庭
裁

判
所

所
長

公
認

会
計

士
、

元
新

日
本

有
限

責
任

監
査

法
人

シ
ニ

ア
パ

ー
ト

ナ
ー

明
治

学
院

大
学

法
学

部
教

授

弁
護

士
、

千
葉

大
学

理
事

・
副

学
長

江
戸

川
大

学
名

誉
教

授

（
株

）
N

T
T
デ

ー
タ

相
談

役

公
益

認
定

等
委

員
会

（
内

閣
府

）

○
委

員
会

の
主

要
業

務
は

、
以

下
の

３
つ

。

①
公

益
認

定
申

請
の

審
査

（
新

規
認

定
、

変
更

認
定

）

②
公

益
法

人
の

監
督

（
報

告
徴

収
、

立
入

検
査

、
勧

告
等

）

③
法

人
と

の
対

話

委
員

会
の

役
割

※
認

定
・
勧

告
等

は
、

委
員

会
の

答
申

を
受

け
、

内
閣

総
理

大
臣

の
名

で
実

施
。

※
報

告
徴

収
・
立

入
検

査
は

、
公

益
認

定
法

に
よ

る
内

閣
総

理
大

臣
の

権
限

の
委

任
に

基
づ

き
、

委
員

会
の

名
で

実
施

。

公
益

認
定

等
委

員
会

の
役

割
と

構
成

（
五

十
音

順
、

敬
称

略
）

◎
委

員
長

、
○

委
員

長
代

理

2
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社
団

財
団

合
計

内
閣

府
８

０
５

１
，

６
６

２
２

，
４

６
７

都
道

府
県

３
，

３
５

６
３

，
７

０
７

７
，

０
６

３

合
計

４
，

１
６

１
５

，
３

６
９

９
，

５
３

０

現
在

の
公

益
法

人
数

（
平

成
3
0
年

３
月

3
1
日

時
点

）

・
事

務
所

が
複

数
の

都
道

府
県

・
複

数
の

都
道

府
県

で
事

業

・
事

務
所

が
１

の
都

道
府

県
内

・
１

の
都

道
府

県
内

で
事

業

○
最

近
の

新
規

認
定

法
人

数

平
成

2
8
年

度
8
8
件

（
う

ち
国

4
6
件

）
平

成
2
7
年

度
9
2
件

（
う

ち
国

4
7
件

）

○
最

近
の

変
更

認
定

処
分

数

平
成

2
8
年

度
4
0
6
件

（
う

ち
国

1
0
8
件

）
平

成
2
7
年

度
4
8
7
件

（
う

ち
国

1
2
5
件

）
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立
入

検
査

・
報

告
要

求

認
定

取
消

し

勧
告

・
命

令

公 益 法 人

諮
問

/
委

任行
政

庁
・
内

閣
総

理
大

臣
・
都

道
府

県
知

事

答
申

・
勧

告

・
公

益
認

定
等

委
員

会

・
都

道
府

県
の

合
議

制
機

関

事
業

計
画

書
・
事

業
報

告
（
定

期
提

出
書

類
）
の

提
出

（
毎

年
度

）

○
定

期
提

出
書

類
の

提
出

件
数

平
成

28
年

度
事

業
計

画
書

2
,
41

0件
事

業
報

告
2
,
37

9件

＜
内

閣
府

分
＞

○
立

入
検

査
実

施
件

数
３

年
に

１
回

程
度

定
期

的
に

実
施

平
成

28
年

度
63
3
件

○
報

告
要

求
実

施
件

数
平

成
28

年
度

14
件

○
勧

告
件

数
こ

れ
ま

で
に

９
件

※
命
令
は
実
績
な
し

○
認

定
取

消
し

件
数

こ
れ

ま
で

に
８

件
※
法
人
か
ら
の
取
消
申
請
に
よ
る
も
の
も
含
む

公
益

法
人

に
対

す
る

監
督

の
仕

組
み

（
平

成
3
0
年

３
月

31
日

時
点

）
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報告要求に関する参照条文 

○ 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成 18年法律第

49号） 

（報告及び検査） 

第二十七条 行政庁は、公益法人の事業の適正な運営を確保するために必要な

限度において、内閣府令で定めるところにより、公益法人に対し、その運営組

織及び事業活動の状況に関し必要な報告を求め 、又はその職員に、当該公益

法人の事務所に立ち入り、その運営組織及び事業活動の状況若しくは帳簿、書

類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。 

２及び３ （略） 

（権限の委任等） 

第五十九条 内閣総理大臣は、第２７条第１項の規定による権限（第６条各号に

掲げる一般社団法人又は一般財団法人に該当するか否かの調査に関するもの

を除く。次項において同じ。）を委員会に委任する。 

２ （略） 
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